
株式会社JALサンライト

　【流動資産　　　　　　　】 (16,370,392,350)　【流動負債　　　　　　　】 (15,290,095,467)

　現金・預金 18,230,074 　営業未払金 15,038,027,138

　営業未収入金 12,513,443,193 　未払費用 35,801,285

　未収還付法人税等 61,890 　未払通算税効果額 21,614,737

　未収入金 617,009  未払法人税等 23,153,600

  棚卸資産 9,372,540 　未払金 6,385,761

　短期貸付金 3,788,338,039  未払消費税 74,316,693

　立替金 5,576,392 　未払賞与 86,910,079

　前払費用 30,688,281 　預り金 3,886,174

　その他流動資産 3,301,000

　1年内回収長期貸付金 763,932

　【固定資産　　　　　　　】 (415,797,137)　【固定負債　　　　　　　】 (284,934,220)

　（有形固定資産） (193,879,594)　退職給付引当金 280,195,552

　建物 239,943,051 　その他固定負債 4,738,668

　建物減価償却累計額 △ 217,313,603

　構築物 2,364,231 　負債の部合計 15,575,029,687

　構築物減価償却累計額 △ 2,364,221

　工具器具備品 100,556,837 　株主資本

　工具器具備品減価償却累計額 △ 21,206,619　　【資本金　　　　　　　　　】 (20,000,000)

　土地 91,899,918　　【利益剰余金　　　　　　】 (1,191,159,800)

　　利益準備金 5,000,000

　（無形固定資産） (5,166,934)  　雇用対策準備積立金 30,000,000

　電話加入権 1,100,800　　繰越利益剰余金 1,156,159,800

　ソフトウェア 4,066,134

　（投資その他の資産） (216,750,609)

　投資有価証券 50,000,000

　長期前払費用 999,471

  長期貸付金 1,560,196

　繰延税金資産 164,190,942

　純資産の部合計 1,211,159,800

　資産の部合計 16,786,189,487　負債・純資産の部合計 16,786,189,487

純　　資　　産　　の　　部

貸　　借　　対　　照　　表
2025年   ３月 31日　現在

　　　単位：　　円

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

科　　　目 金　　額 科　　目 金　　額

当期純損失は53,833,755円



Ｉ.　重要な会計方針に係る事項に関する注記

1.　資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品・・・・・・・・・・・・最終仕入原価法による原価法

2.　有価証券の評価基準及び評価方法

移動平均法による原価法を採用しています。

3.　固定資産の減価償却の方法

　　(1)　有形固定資産（リース資産を除く）

　

(2)　無形固定資産（リース資産を除く）

　　定額法を採用しております。

(3) 　リース資産

4.　引当金の計上基準

(1)　退職給付引当金

5.　収益及び費用の計上基準

(1)　収益の計上基準

　 当社は、日本航空株式会社からの受託契約に基づく事務代行サービスを提供しており、

定額部分については契約期間にわたって、従量部分については役務提供完了の時点で収益 を認識しております。

(2)　費用の計上基準

費用については、発生主義により認識し計上しております。

Ⅱ.　株主資本等変動計算書に関する注記

1.　発行済株式の種類及び総数

　当事業年度末における発行済株式の数

普通株式・・・・・・・・・・・400株

2.　配当に関する事項

(1)　配当金支払額

2024年6月17日開催の第50回定時株主総会決議による配当に関する事項

　配当金の総額 15,098,048円

　１株当たりの配当額 37,745.12円

　基準日

　効力発生日 2024年6月17日

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。
また、当社の従業員数が300人を超えたため、今期より退職給付引当金の計算方法を簡便法から原則法に変更
しており、当該移行に伴う移行時差異：53,052,159円を臨時損失に計上しております。

株式会社JALサンライト

1998年4月1日以降に取得した建物および2016年4月1日以降に取得した建物付属設備及び構築物について
は定額法、それ以外のものについては定率法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額
を零とする定額法を採用しております。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が企業会計基準第13号「リース取引
に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた
会計処理によっております。

2024年3月31日

個　　別　　注　　記　　表
自　2024年4月1日　　　　　至　2025年3月31日


